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名古屋市会の議場は全国でも珍しい円形になっており、円滑な議会運営を目指し、議席を円形にしたと言われています。▶
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　６月定例会は、６月19日から７月６日までの18日間にわたって開かれ、
中東情勢の影響を受ける中小企業者の支援などに関する補正予算や
条例案など市長提出議案17件、議員提出議案５件についての審議など
を行いました。

６月定例会特集号

会派の
略称説明

自由民主党名古屋市会議員団 　　　　名古屋民主市会議員団 　　　　公明党名古屋市会議員団　  　　　　　減税日本ナゴヤ　　　　　　
日本共産党名古屋市会議員団  　　　 なごや陽向の会　　　  　　　 なごや創政会　　　　 新生会　　　　日本維新の会名古屋市会議員団

自民 民主 公明 減税
共産 陽向 維新創政 新生

６月定例会の日程（概要）

中東情勢の影響を受ける中小企業者の支援などに関する補正予算を可決

市長提出議案の賛否について
■以下の１６件については、全会一致によりいずれも原案どおり可決（承認案件については承認、人事案件については同意または異議なき旨の
答申議決）しました。

開
会

閉
会

６/19
本会議

市長提出議案について
市長より提案説明

6/24～26
本会議
議案外質問

（→詳細は２・３面）
市長提出議案（追加）について

市長より提案説明

6/29～7/3
常任委員会

市長提出議案について
審　査

７/6
本会議

市長提出議案などについて
議決（→詳細は1・4面）

経済対策特別資金（中東情勢関連枠）
融資に係る信用保証料補助・・・５億1,000万円
中東情勢の影響を受ける中小企業者の支援とし
て、経済対策特別資金（中東情勢関連枠）に係る
信用保証料の2分の１を補助

費用弁償等の増額（民生委員、児童委員、災害対策委員、
区政協力委員、保健環境委員、消防団員）・・・・・6,215万円

地方交付税の算定基礎となっている活動費の増額にあわせ
て、民生委員・児童委員の費用弁償を増額するとともに、災
害対策委員、区政協力委員および保健環境委員の費用弁償
ならびに消防団員の報酬を増額

国際会議場の改修              ・・・・・・・・・・・・・3億円
名古屋国際会議場1号館等改修工事について、
施工の過程で必要となった追加工事を実施

消防艇建造の設計         ・・・・・・・・・・・・・580万円
故障により運航不能となった消防艇「金竜」を
更新するための設計

子ども食堂等への物価高騰対応支援
　　　　　　　　　　　 ・・・・・・・・・・・・・4,247万円

食料品価格が高騰する中、子ども食堂など子
どもの食に関する支援団体に対し、食品を配付

障害福祉サービス事業所等
物価高騰対策支援金   ・・・・・・・・・・・・・192万円

物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事
業所等に対し、食材費の高騰分を補助

●非常勤の職員の報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部改正　●家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正
●奨学金条例の一部改正　●交通事業の設置等に関する条例の一部改正　●水道事業等の設置等に関する条例の一部改正　●市税条例及び市税減免条例の一部改正
●令和８年度一般会計補正予算（第２号）　　●令和８年度公債特別会計補正予算（第１号）　　●令和８年度一般会計補正予算（第３号）
●契約の締結　　　 ●契約の一部変更（２件）　　　　　　   ●指定管理者の指定
●補正予算に関する専決処分
●固定資産評価審査委員会の委員選任　 ●人権擁護委員の推薦

《条 例 案》

《補正予算》
《一般案件》
《承認案件》
《人事案件》

●契約の一部変更（名古屋城天守閣整備事業先行工事（木材の製材）について、完成予定期日を変更するもの）《一般案件》

検 索名古屋市会

名古屋市ウェブサイト（市会情報） ＞＞

■補正予算の主な内容は次のとおりです。

■以下の１件については、賛成多数により原案どおり可決しました。

（１万円未満は四捨五入しています。）

常任委員会における主な審議の内容 関連 2・3面

経済対策特別資金（中東情勢関連枠）融資に係る信用保証料補助
●中東情勢に伴う市内中小企業への影響に対する当局の認識
●中東情勢の影響を踏まえた事業者からの相談実績
子ども食堂等への物価高騰対応支援
●支援の趣旨・目的および今後の継続的支援の必要性　●食品の配付内容の工夫および申請超過時の対応
●子ども食堂等への周知方法および申請手続き　　　 ●食品配付における利用者の声の把握状況

重点支援地方交付金
充当事業とは

　物価高騰の影響を受けた生活者や事
業者の支援を通じた地方創生を図ること
を目的として創設された国の交付金「物
価高騰対応重点支援地方創生臨時交付
金」を活用した事業のことです。

その他その他

名古屋港の航行船舶や沿岸諸施設の火災
および水難事故に備え、平成19年4月より
運航が開始されました。

消防艇「金竜」

議案の賛否については、2・3面をご覧ください。

重点支援地方交付金充当事業重点支援地方交付金充当事業


